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『百官履歴 一』（東京大学出版会，1973年 7月，覆刻版，原本の刊行は 1927年 10月），日本史籍協会（編）『百
官履歴　二』（東京大学出版会，1973年 7月，覆刻版，原本の刊行は 1928年 2月），内閣記録局（編）『明治 
職官沿革表 職官部』（国書刊行会，1974年 5月，複製版，原版の刊行は 1886年），内閣記録局（編）『明治職官
沿革表 官廨部』（国書刊行会，1974年 6月，複製版，原版の刊行は 1886年），国史大辞典編集委員会（編）『国
史大辞典』（全 15巻）（吉川弘文館，1979年 3月－ 1997年 4月），日本歴史学会（編）『明治維新人名辞典』（吉
川弘文館，1981年 9月），大久保利謙（監修）『明治大正日本国勢沿革資料総覧』（全 4巻）（柏書房，1983年 
10月），岩波書店編集部（編）『近代日本総合年表』（第二版）（岩波書店，1984年 5月），木村礎・藤野保・村 
上直（編）『藩史大事典』（全 8巻）（雄山閣出版，1988年 7月－ 1990年 6月），『日本史大事典』（全 7巻）（平







　　「明治前期の災害対策法令」（その 1）から（その 4）まで（1868年分 34件，1869年 8月までの分 25件を収録）は，
南山大学『アカデミア（人文・自然科学編）』，第 10号から第 13号（2015年 6月～ 2017年 1月）に掲載されている。
それを大幅に改稿し，さらに 1869年 9月から 1870年 12月までの災害対策法令 52件を加えたものが，井上洋『明
治前期の災害対策法令 第一巻（1868―1870）』（論創社，2018年 3月）である。1870年 12月より前の災害対策法令
についてはこちらを参看されたい。また「明治前期の災害対策法令（第 2輯）」（1871年 1月以降の災害対策法令
を集めたもの）は，南山大学『アカデミア（人文・自然科学編）』，第 14号から第 19号（2017年 6月～ 2020年 2月）















【1871 年】（明治 3年 11月 11日から明治 4年 11月 20日まで）
27a.「民部省ヲ廃ス」（明治 4辛未年 7月 27日，太政官第 375）（9月 11日）（294頁）【組織職掌】
【注解】

















【注解 1】明治 4年 7月 27日，民部省が廃止された。本件はそれを伝える法令である。以下に，民
部省廃止の経緯を叙述する※1。
2．民部省の廃止は，廃藩置県直後，政府改革があわただしく動くなかで卒然と提起された（参照，



















































『伊藤博文伝 上巻』（原書房，1970年 9月，復刻版，原版の刊行は 1943年），日本史籍協会（編）『百官履歴 一』








造幣頭（明治 2年 8月 18日任命），大蔵大丞（同年 10月 12日任命）（造幣頭兼任），大蔵少輔（明
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明治 6（1873）年 11月 10日のことである（「内務省ヲ置ク」，明治 6年 11月 10日，太政官第 375号）。
3．本注解の最後に，民部省廃止の災害対策行政史上の意味について記す。
　民部省の廃止は民政専務省（内政専務省）の消滅（民政の財政への再々吸収）を意味する。維新
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」）※38。
【注解 2b】しかるに，明治 2年以降同 4年までの時期には，いくつかの方面から民部省の廃止が唱
えられた。実際にも，明治 2年 8月，民部省は，人事的な措置により，名は残したものの，事実上
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※ 2「民部省大蔵省分省セシム」（明治 3庚午年 7月 10日，第 457）の項（70―21）を参照せよ（井上洋『明治前期
の災害対策法令 第一巻（1868―1870）』，論創社，2018年 3月，721―759頁）。
※ 3 この点については，上記「民部省大蔵省分省セシム」（明治 3庚午年 7月 10日，第 457）の項（70―21）のほか，





相成候而は人心沮喪凡而倦果各勉励之意は失セ可申歟与案煩仕候」（「明治 4年 6月 29日付岩倉具視宛大久保
利通書簡」，所収，日本史籍協会（編）『大久保利通文書 四』，東京大学出版会，1968年 3月，覆刻版，原版の
刊行は 1928年 5月，318頁）。
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※ 11勝田政治は，廃止される省の長たる民部卿の大木にも知らせることなく進められた明治 4年 7月の民部省廃止
（民蔵合併／大蔵省による民部省の吸収）を，「井上・大久保・木戸の三者による合併劇であった」と評してい
る（勝田政治『内務省と明治国家形成』，13頁）。地理正杉浦譲の日記（「座右日誌」）明治 4年 7月 27日条に
は「廃民部省，寮吏凡五百員，一時騒然」と記されており，この一文より廃省当日の省内官員の困惑の様が窺
い知れる（土屋喬雄（編集代表）『杉浦譲全集 第三巻』，120頁）。




















※ 16廃藩置県の実施 (インプリメンテイション )に関わる事務については，とりあえず，「藩ヲ廃シ県ヲ置ク」（明
治 4辛未年 7月 14日，太政官第 353）の項（71―26b）を見よ（とくにその【注解 1b】）（井上洋『明治前期の
災害対策法令 第二巻（1871）』，2020年 9月刊行予定）。
※ 17高橋秀直「廃藩置県における権力と社会―開化への競合―」（所収，山本四郎（編）『近代日本の政党と官僚』，
東京創元社，1991年 11月），27―28頁。明治 3年 7月の民蔵分離以降の政府改革論議における大久保利通の立
論については，「廃藩置県ノ詔書」（明治 4辛未年 7月 14日，太政官第 350）の項（71―26a）を参照せよ（井
上洋『明治前期の災害対策法令 第二巻（1871）』，2020年 9月刊行予定）。
※ 18これの経緯および大久保らの租税司民部省移管論については，「民部大蔵両省管轄ノ寮司諸掛及事務条件ヲ区
別ス」（明治 3庚午年 8月 9日，第 520）の項（70―23）を参照せよ（井上洋『明治前期の災害対策法令 第一巻
（1868―1870）』，781―784頁）。
※ 19「廃藩置県ノ詔書」（明治 4辛未年 7月 14日，太政官第 350）の項（71―26a）では，制度局の大蔵省解体案が
とりあげられている（井上洋『明治前期の災害対策法令 第二巻（1871）』，2020年 9月刊行予定）。






明治 4年 7月 4日に大久保利通を訪ね，熊本藩の大隈および大蔵省批判を伝えている。それを大久保の日記よ
り引けば次のようである（日本史籍協会（編）『大久保利通日記 二』，176頁。尚，傍線を引いた箇所は小さな
活字が用いられている部分である）。「四日不参十字より安場子入来及懇談
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区別ス」（明治 3庚午年 8月 9日，第 520）（70―23）で示されている民部省事務条件に対応する条項を見いだ
さないのは，「租税」，「民法」の 2つだけである。このうち「租税」については，「借貸授受ノ制」とともに，




































※ 33この点については，「民部省大蔵省分省セシム」（明治 3庚午年 7月 10日，第 457）の項（70―21），および「民





※ 36「明治 3年 9月 24日付岩倉具視宛大久保利通書簡」（所収，日本史籍協会（編）『大久保利通文書 四』，38頁）。
※ 37多田好問（編）『岩倉公実記（中巻）』，833―834頁。








※ 39この論については，本項【注解 1】のほか，「租税監督通商鉱山ノ四司ヲ民部省ニ管セシム」（明治 2己巳年 8
月 11日，第 723）の項（69―27a），および「租税監督通商鉱山ノ四司ヲ民部省ニ属セシム」（明治 2己巳年 8
月 11日，第 724）の項（69―27b）を参照せよ（井上洋『明治前期の災害対策法令 第一巻（1868―1870）』，442―
448，448―459頁）。
※ 40江藤新平は明治 4年春にも同趣旨の案を立てている（的野半介『江藤南白伝 上』，マツノ書店，2006年 1月，
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」（同上，409頁）。すなわち出納司を太政官に置いてこれに出納事務を行なわせるというの
である。しかし，この出納司は「其職掌只出入時月件数ヲ
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厳密記載シテ紊乱混雑ノ患無ラシムルヲ主
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ト」する
ものであり，「其出入ノ可否得失ヲ議スルノ権」をもたない。「其出入ノ可否得失ヲ議スルノ権」はすべて太政
官が保有するというのが安場の立場である。明治 3年秋に大久保利通が「租税司を民部省え被附候上」「大蔵
ハ出納のミを職与いた［す］」という意見を出したときの出納のイメージもこれと同じ，もしくはこれに近い
ものであったのではないだろうか。当時の安場と大久保の立ち位置から考えてこの推測に無理は少ないものと
判断される。
（この項，次号に続く。）
